
（単位：百万円）

(資産の部） (負債の部）

199,670 448,364

現 金 2,246 当 座 預 金 304

預 け 金 197,424 普 通 預 金 22,715

3,500 通 知 預 金 184

33,060 定 期 預 金 417,053

国 債 5,019 定 期 積 金 342

株 式 196 そ の 他 の 預 金 7,763

そ の 他 の 証 券 27,844 31,035

179,367 借 入 金 31,035

割 引 手 形 109 497

手 形 貸 付 39,392 外 国 他 店 預 り 265

証 書 貸 付 132,059 売 渡 外 国 為 替 231

当 座 貸 越 7,805 9,613

100,684 未 決 済 為 替 借 52

外 国 他 店 預 け 876 未 払 法 人 税 等 547

外 国 他 店 貸 190 未 払 費 用 6,160

買 入 外 国 為 替 98,434 前 受 収 益 232

取 立 外 国 為 替 1,183 給 付 補 塡 備 金 0

4,948 金 融 派 生 商 品 2,501

未 決 済 為 替 貸 71 そ の 他 の 負 債 119

前 払 費 用 94 74

未 収 収 益 3,544 91

金 融 派 生 商 品 622 2,370

そ の 他 の 資 産 616 492,047

756 (純資産の部）

建 物 534 15,000

土 地 39 15,000

その 他の 有形 固定 資産 181 資 本 準 備 金 15,000

993 5

ソ フ ト ウ ェ ア 142 そ の 他 利 益 剰 余 金 5

の れ ん 850 繰 越 利 益 剰 余 金 5

その 他の 無形 固定 資産 0 30,005

54 109

2,370 109

△ 3,244 30,114

522,161 522,161

負 債 の 部 合 計

資 本 金

支 払 承 諾

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

支 払 承 諾 見 返

外 国 為 替

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

有 価 証 券

貸 出 金

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

貸 倒 引 当 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

繰 延 税 金 資 産 その他有価証券評価差額金

資 本 剰 余 金

科          目 金       額

現 金 預 け 金 預 金

科          目 金 　　　額

コ ー ル ロ ー ン

借 用 金

第 ４ 期　  決 算 公 告

東京都港区虎ノ門四丁目3番1号

貸借対照表（平成25年3月31日現在）

城山トラストタワー9階

株 式 会 社　S B J 銀 行

代表取締役社長　宮村　智

平成25年6月27日



（単位：百万円）

11,075

10,312

貸 出 金 利 息 3,948

有 価 証 券 利 息 配 当 金 548

コ ー ル ロ ー ン 利 息 4

預 け 金 利 息 4,628

そ の 他 の 受 入 利 息 1,181

396

受 入 為 替 手 数 料 285

そ の 他 の 役 務 収 益 111

299

外 国 為 替 売 買 益 295

国 債 等 債 券 売 却 益 0

国 債 等 債 券 償 還 益 3

67

償 却 債 権 取 立 益 66

そ の 他 の 経 常 収 益 0

9,321

4,624

預 金 利 息 4,399

コ ー ル マ ネ ー 利 息 16

売 現 先 利 息 3

借 用 金 利 息 202

そ の 他 の 支 払 利 息 2

123

支 払 為 替 手 数 料 118

そ の 他 の 役 務 費 用 5

4,521

52

株 式 等 売 却 損 9

そ の 他 の 経 常 費 用 43

1,754

1,754

935

△ 22

912

842

損益計算書 （　　　　　 ）

金          額

経 常 収 益

当 期 純 利 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

法 人 税 等 合 計

資 金 運 用 収 益

そ の 他 業 務 収 益

役 務 取 引 等 収 益

税 引 前 当 期 純 利 益

科          目

経 常 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

平成24年4月31日から 

平成25年3月31日まで 



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
  デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

3. 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

  有形固定資産の減価償却は、建物については定額法、その他については定率法を採用しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

  建　物　３年～50年

  その他　３年～20年

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

(2)無形固定資産

4. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

5. 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

(2)賞与引当金

(3)退職給付引当金

6. ヘッジ会計の方法

　金利リスク・ヘッジ

7. 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

会計方針の変更

注記事項

（貸借対照表関係）

1. 貸出金のうち、延滞債権額は1,397百万円であります。

2. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,697百万円であります。

3. 延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は4,095百万円であります。

なお、上記1.から3.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

4.

  無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、のれんについては、５年間の定額法により償却を行っております。自社利用
のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付
為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、98,543百万円
であります。

  退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務(簡便法による期末自己都合要支給額)を計上
しております。

  金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法として時価ヘッジを適用しております。その他有価証券に区分している固定
金利の債券の相場変動を相殺するヘッジにおいては、個別にヘッジ対象を認識し、金利スワップ取引をヘッジ手段として指定しておりま
す。ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っているため、高い有効性があるとみなしてお
り、これをもって有効性の判定に代えております。

  なお、延滞債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込み
がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）であって、破
綻先債権（未収利息不計上貸出金のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項
第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。）及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出
金以外の貸出金であります。

  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権（元本又は利息の支払が、約定支
払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものをいいます。）に該当しないものであります。

  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券については原則として決算日の
市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについて
は移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま
す。

  貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員
会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、将来発生が見込まれる損失
率を合理的に見積もり、予想損失額に相当する額を計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。なお、破綻先債権及び実質
破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上し
ております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しております。

  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上して
おります。

　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、従来税込方式を採用しておりましたが、当期より免税事業者でなくなったため、当事業年度から
税抜方式により処理することといたしました。これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の税引前当期純利益は43百万円増加しておりま
す。

　当行は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基
づく減価償却の方法に変更しております。これによる当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

（単位：百万円）

うち1年超過

受取変動・

支払固定

500 - △ 1合計

時価

ヘッジ対象

に係る損益

を認識する

方法

金利スワップ

500 - △ 1

ヘッジ会計

の方法
種類

平成25年3月末

契約額等



5. 担保に供している資産は次のとおりであります。

  担保に供している資産

  有価証券 5,019百万円

  手形貸出金の約束手形 5,011百万円

上記の資産は現金担保付債券貸借取引に係る担保となります。

また、その他の資産には保証金291百万円が含まれております。

6.

7. 有形固定資産の減価償却累計額 590百万円

8. １株当たりの純資産額 １円00銭

9. 関係会社に対する金銭債権総額 189,386百万円

10.関係会社に対する金銭債務総額 16,448百万円

11.銀行法施行規則第19条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）は、11.74％であります。

（損益計算書関係）

1. 関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 4,384百万円

役務取引等に係る収益総額 156百万円

関係会社との取引による費用

資金調達取引に係る費用総額 36百万円

役務取引等に係る費用総額 5百万円

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 31百万円

2. １株当たりの当期純利益金額 ０円02銭

3. 関連当事者との取引について記載すべき重要なものは以下のとおりであります。

(単位：百万円）

(注1) 　独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

(注2) 　上記資本金の金額は、平成25年3月29日現在の為替レート（1円＝11.8013ウォン）で計算しております。

(注3) 　取引金額は平均残高を記載しております。

（金融商品関係）

1. 金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

(2)　金融商品の内容及びそのリスク

(3)　金融商品に係るリスク管理体制

① 　信用リスクの管理

② 　市場リスクの管理 

③ 　資金調達に係る流動性リスクの管理

(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

123,358  

外国為替    48,551 外国為替 63,070   

2,713    未収収益

定期預け金   148,058

　当行が保有する金融資産のうち、貸付金については、国内の法人及び個人向けに行っており債務不履行による信用リスクに晒されてい
ます。有価証券運用については安全性や流動性を重視した運用方針のもと、債券などを保有しております。これらは発行体の信用状態や
金利の変動による市場価格の変動リスクに晒されております。親銀行向けの預け金については、主に親銀行の信用リスクに晒されていま
す。

　当行は、主に、法人及び個人向けのロ－ン事業、有価証券運用、親銀行向けの預け金運用を行っております。これらの事業を行うため
に、個人預金を中心とした資金調達、銀行借入により資金調達を行っております。なお、資産及び負債の総合的管理を行いリスク諸要因
に留意した管理を行っております。

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額
の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

　当行は、資産及び負債の総合的管理を通して資金管理を行い、主に個人預金を中心とした調達により資金繰りの安定化を図っており
ます。流動性リスクの管理状況については、経営委員会及びリスク管理委員会へ定期的に報告する体制をとっております。
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　当行は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金については、個別案件ごとの与信審査、与信限度、内部格付、担保や保証の
設定、事後管理などの体制整備を行い運用しております。また、有価証券の発行体リスクに関しては、信用情報などを定期的に確認し
管理をしております。これら信用リスクに関する管理内容はリスク管理委員会へ定期的に報告をする体制をとっております。

親会社

17,679   

利息の受取

大韓
民国

6,717
(注2)

銀行業 100%
新韓
銀行

資金取引等
の相手方

未収収益
利息の受取       805

定期預け金

    3,570

借入金

前受収益

借入金

外国他店預り

　当座貸越契約及び貸付金に係わるコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につ
いて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係わる融資未実行残高は、11,647百万
円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが6,672百万円あります。
  なお、これらの契約の多くには、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッ
シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき
は、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約限度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時におい
て必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続きに基づき顧客の状況等を把握し、必
要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

属性 会社名

　当行は、資産及び負債の総合的管理により金利リスクを管理し、経営委員会へ資産及び負債の金利や期間を報告する体制をとってお
ります。また、リスク管理・コンプライアンス部において金利感応度分析等のモニタリングを行い、リスク管理委員会へ報告をする体
制をとっております。当行の主要なリスク変動である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「貸出金」、「有価証券」、「預
け金」、「預金」、「借用金」となっており、金利の変動リスク管理は、金融資産及び金融負債についてVaRを計算し、定量的な分析
をしております。なお、平成25年３月31日現在で、市場リスクも加味した、当行の運用及び調達総体でのVaRは740百万円であります。
なお、VaRの算定にあたっては、保有期間240日、信頼区間99%の前提によっております。ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計
的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスク
は捕捉できない場合があります。

取引内容
事業の
内容

議決権等の被所有
割合(%)

取引金額 科目役員の
兼務等

事業上
の関係

関係内容

利息の支払 36       3        未払費用

       30 外国他店預り 159

期末残高
資本金
(億円)

-

住所

5        

16,279   

（単位：百万円）

うち1年超過

受取変動・

支払固定

500 - △ 1合計

時価

ヘッジ対象

に係る損益

を認識する

方法

金利スワップ

500 - △ 1

ヘッジ会計

の方法
種類

平成25年3月末

契約額等



2. 金融商品の時価等に関する事項

　また、貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。

(単位:百万円)

（1）現金預け金

（2）コールローン

（3）有価証券

　　 満期保有目的の債券

　　 その他有価証券

（4）貸出金

　　 貸倒引当金(＊1)

（5）外国為替(＊1)

資産計

（1）預金

（2）借用金

負債計

デリバティブ取引

　ヘッジ会計が適用されていないもの -

　ヘッジ会計が適用されているもの

デリバティブ取引計

(＊1)

(注1) 　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)　現金預け金

(2)　コールローン

(3)　有価証券

(4)　貸出金

(5)　外国為替

負　債

(1)　預金 

(2)　借用金

-

　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、外国為替に対する貸倒引当金については、
重要性が乏しいため、 貸借対照表計上額から直接減額しております。

479,399

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、 当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金につ
いては、預入期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。な
お、残存期間が短期間(１年以内)のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

　債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項につい
ては「(有価証券関係)」に記載しております。

32,55832,316

差額貸借対照表計上額 時価

199,670

31,035

511,239

　借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、
時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分
した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、残存期間が短
期間(１年以内)のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

32,056

176,329

△ 1,877

448,364

99,369

501

1,502512,742

99,369

501

200,985

3,500

242

1,315

242

-

179,367

31,814

3,500

　平成25年3月3l日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難
と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。((注2)参照)

-

176,384

△ 2,983

△ 55

　外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金(外国他店預け)、外国為替関連の短期貸付金(外国他店貸)、輸出手形・旅行小切手等（買入
外国為替）、輸入手形による手形貸付(取立外国為替)であります。これらは、満期のない預け金、又は残存期間が短期間(１年以内)であ
り、それぞれ時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期
間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に
使用する利率を用いております。なお、残存期間が短期間(１年以内)のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
を時価としております。

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間
に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残
存期間が短期間(１年以内)のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。また、破綻先、実
質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価
は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。

△ 1,879

5,636

-

-△ 1

　コールローンは、残存期間が短期間(１年以内)であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま
す。

△ 1

△ 1,879

485,036

△ 1,877

454,000 5,636

-31,035

（単位：百万円）

うち1年超過

受取変動・

支払固定

500 - △ 1合計

時価

ヘッジ対象

に係る損益

を認識する

方法

金利スワップ

500 - △ 1

ヘッジ会計

の方法
種類

平成25年3月末

契約額等



デリバティブ取引

 ①　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(a)　通貨関連

(注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。

(注）2.時価の算定　店頭取引につきましては、割引現在価値等により算定しております。

 ②　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(a)　金利関連取引

(注）1.金融商品会計基準に基づき、時価ヘッジによっております。

(注）2.時価の算定、店頭取引につきましては、割引現在価値により算定しております。

(注2)

(単位：百万円)

196

547

744

(＊1)

(＊2)

(注3) 　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

預け金

コールローン

有価証券

　満期保有目的の債券

貸出金(＊)

外国為替

(＊)貸出金のうち、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等1,223百万円は含めておりません。

(注4) 　借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

(単位：百万円)

預金(＊)

借用金

(＊)預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。

-

-

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの決算日における契約額又は契約において定められ
た元本相当額、時価並びに当該時価の算定方法は、次の通りです。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る
市場リスクを示すものではありません。

-

-

98,534            

-

18,879        

-

-

2,475         1,639         

合計

区分

10,701      

貸借対照表計上額

19,096            

100,664     

3,500       

1年超
3年以内

①非上場株式(＊1)

②組合出資金(＊2)

19,096            

2,517         

合計

7年超
10年以内1年以内

94,406      

　その他有価証券の
　うち満期があるもの

　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価等に関する事項の「資産(2)その他有
価証券」には含まれておりません。

501         

115,878     

10,199      

38,006            1,264         

2,517         

-

-

-

-

-

-

-

-

-

23,362        

5年超
7年以内

3,782         

-

3年超
5年以内

67            23,970        

67            23,970        

-

1,639         

211,010           

-

10年超7年超
10年以内

-

-

-

-

4,482         

5年超
7年以内3年超
5年以内 10年超

- -

-

-

-

-

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの決算日における契約額又は契約において定めら
れた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次の通りです。なお、契約額等については、その金額自体がデリバ
ティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　組合出資金については、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているため、
時価開示の対象とはしておりません。

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしており
ません。

325,151     

213,316     

2,475         

211,010           

31,035      

合計

1年以内

-20                

155,657           

1年超
3年以内

-

244,351     

（単位：百万円）

うち1年超過

受取変動・

支払固定

500 - △ 1合計

時価

ヘッジ対象

に係る損益

を認識する

方法

金利スワップ

500 - △ 1

ヘッジ会計

の方法
種類

平成25年3月末

契約額等

（単位：百万円）

うち1年超過

売建 92,977 - △ 1,877 △ 1,877

買建  - -  -  -

 - - △ 1,877 △ 1,877

区分 種類

平成25年3月末

契約額等 時価 評価損益

店頭

為替予約

合計



（有価証券関係）

1. 満期保有目的の債券(平成25年3月31日現在）

2. その他有価証券(平成25年3月31日現在）

貸借対照表計上額が

償却原価を超えるもの

(注)時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券

(単位:百万円)

①　非上場株式 196

②　組合出資金 547

744

(税効果会計関係）

1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産

貸倒引当金 1,072 百万円

賞与引当金　　　　　　　　　　 28

退職給付引当金 18

未払事業税 53

その他　　　　　　　　　　 35

繰延税金資産小計        1,208

評価性引当額         △ 1,111

繰延税金資産合計     96

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 41

繰延税金負債合計 41

繰延税金資産の純額 54 百万円

23

23

140

242

小計 501 478 23

501

26,935

合計

501 478

貸借対照表計上額区分

478

101

31,814

差額
（百万円）

時価
（百万円）

5,121

貸借対照表計上額
（百万円）

5,019国債

その他

貸借対照表計上額
（百万円）

小計

合計

31,814

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

種類

その他 26,794

32,056

合計

242

償却原価
（百万円）

種類

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「その他有価証券」には含めておりま
せん。

差額
（百万円）

32,056

（単位：百万円）

うち1年超過

受取変動・

支払固定

500 - △ 1合計

時価

ヘッジ対象

に係る損益

を認識する

方法

金利スワップ

500 - △ 1

ヘッジ会計

の方法
種類

平成25年3月末

契約額等


